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死刑 １９７９ 

 

国家在監者統計 １９８０年１２月 ＮＣＪ－７０９４５ 

 

米司法省 司法統計局 

 

「About half the laws required electrocution」の項の和訳 

 

ほぼ半数の州法が電気殺刑を求めた 

 １９７９年１２月３１日現在有効な死刑の法律を持った３７州のうち、１８州が電気殺刑

を採用していた。その他のうち、以下の１０州：アリゾナ、カリフォルニア、コロラド、メ

リーランド、ミシシッピー、ミズーリ、ネバダ、ノースカロライナ、オレゴン、及びワイオ

ミングが致死性ガスへの曝露を規定する法律を持っていた。絞首刑は４州（デラウエア、モ

ンタナ、ニューハンプシャー、及びワシントン）における死刑の執行方法であり、致死薬物

注射は４州（アイダホ、ニューメキシコ、オクラホマ、及びテキサス）であった；注射によ

る死刑の執行方法は他と比較して新しく導入された。 

 １つの州―ユタ―は死刑囚が絞首刑か銃殺刑を選ぶことを許可している。合衆国連邦法の

下に死刑を宣告された死刑囚については、刑が執行される州の法律が適用される。 
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